
１ はじめに

商務省は、昨年１０月に報告書「Falling Through

The Net: Toward Digital Inclusion」を発表した。

これを見ると、８月現在、全世帯の４１．５％がイン

ターネットにアクセスしている。ほぼ１年半前

（９８年１２月）が２６．２％であるから急速な普及ぶり

である。アジア系、白人家庭の利用は多く、また、

高学歴、高所得世帯になるほどアクセス率が高い。

これらのアクセス率の高い上位グループと下位グ

ループの黒人・ヒスパニック、低学歴、低所得の

家庭を比較すると、世帯の絶対数ではその差は開

く傾向にある。ただ、下位グループの増加率は高

く、いずれ上位・下位のグループ間の格差は縮小
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図表１ インターネットアクセスの世帯比率（％）

１９９８．１２�a ２０００．８�b 増加％（b－a） 変化率（b－a）／a

全世帯 ２６．２ ４１．５ １５．３ ５８．４

白人（ヒスパニックを除く） ２９．８ ４６．１ １６．３ ５４．７

黒人（ヒスパニックを除く） １１．２ ２３．５ １２．３ １０９．８

アジア・オセアニア系 ３６．０ ５６．８ ２０．８ ５７．８

ヒスパニック １２．６ ２３．６ １１．０ ８７．３

年収１５，０００ドル未満 ７．１ １２．７ ５．６ ７８．９

１５，０００―２４，９９９ドル １１．０ ２１．３ １０．３ ９３．６

２５，０００―３４，９９９ドル １９．１ ３４．０ １４．９ ７８．０

３５，０００―４９，９９９ドル ２９．５ ４６．１ １６．６ ５６．３

５０，０００―７４，９９９ドル ４３．９ ６０．９ １７．０ ３８．７

７５，０００ドル以上 ６０．３ ７７．７ １７．４ ２８．９

中卒以下 ５．０ １１．７ ６．７ １３４．０

高 卒 １６．３ ２９．９ １３．６ ８３．４

各種カレッジ ３０．２ ４９．０ １８．８ ６２．３

カレッジ卒 ４６．８ ６４．０ １７．２ ３６．８

大学院卒 ５３．０ ６９．９ １６．９ ３１．９

農村地域 ２２．２ ３８．９ １６．７ ７５．２

地方都市地域 ２７．５ ４２．３ １４．８ ５３．８

大都市地域 ２４．５ ３７．７ １３．２ ５３．９
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すると見込まれる。また、年齢別のインターネッ

トアクセスを見ると、４９才までの年齢層はさほど

格差がなくなってきている。高齢者の苦手意識は

まだ根強いようだ。

このように、インターネットは、人種・民族、

学歴、所得、年齢といった観点から、利用環境に

格差が厳然とあり、その格差是正への取組みが急

がれている。しかし、一般的にはインターネット

は、ラジオ、テレビといったメディアがそうで

あったように急速に日常生活の必需品となってき

ている。

米国では、昨年の大統領選挙、上下両院議員選

挙などでインターネットが様々な形態で利用され

た。候補者や政党は自ら構築したウェブサイトを

使って政策のアピール、ボランティアの募集、募

金に努めた。アメリカオンラインなどの商用ポー

タルサイトも政治専門ポータルサイトも、CNN

やニューヨークタイムスなどのマスメディアや公

益団体も自らのウェブサイトを使って、インター

ネットで積極的に選挙関係のニュースや解説を流

した。選挙制度の枠組みを定める連邦選挙委員会

（Federal Election Committee：FEC）は、イン

ターネットの利用が連邦選挙キャンペーン法

（Federal Election Campaign Act）でどのよう

に扱われるべきか、につき、事例に応じ見解（ad-

visory opinion）を公表してきたが、一昨年１１月

包括的な規制案を世の中に提案しパブリックコメ

ントを求めた。昨年８月、これまでの見解を集大

成したガイドラインを発表した。

インターネットは発展途上のメディアであり、

米国の政治、選挙への利用においても、なお試行

錯誤の連続である。しかし確実に言えることがあ

る。ルーズベルト大統領のラジオを使っての炉辺

談話や、１９６０年大統領選のケネディ・ニクソン両

候補のテレビ討論に象徴されるように、ラジオ、

テレビは、政治活動、選挙運動と密接なつながり

を持つようになった。これと同じように、イン

ターネットも早晩、政治活動、選挙運動に不可欠

な道具になるということである。

米国の選挙でのインターネットの利用について

サーフィンしてみたのが、この小稿である。

２ インターネットの特色

インターネットの一般的なメディア特性が政治

活動や選挙運動への活用に興味深い効果を与え、

開かれた政治、一般国民の政治参加を促す誘因に

なるのではないかと期待されている。

�１ 非集中性（分散性）

従来のマスメディアは、情報伝播チャネルが限

定されており、比較的少数の組織団体がゲート

キーパーとして機能している。他方、インター

ネットの情報流通構造は集中型ではなく分散型で

ある。ゲートキーパーなしに機能する構造になっ

ている。

�２ グローバル性

インターネットは、世界中から即時アクセスが

図表２ インターネットアクセスの年齢層別比率（％）

１９９８．１２�a ２０００．８�b 増加％（b－a） 変化率（b－a）／a

３―８才 １１．０ １５．３ ４．３ ３９．１

９―１７才 ４３．０ ５３．４ １０．４ ２４．２

１８―２４才 ４４．３ ５６．８ １２．５ ２８．２

２５―４９才 ４０．９ ５５．４ １４．５ ３５．５

５０才― １９．３ ２９．６ １０．３ ５３．４
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可能である。電子メールは、道路を隔てた向こう

へも、海を超えた海外への、同じく簡単に安く

メッセージを送ることができる。また、WWW上

のサーチエンジンは、国内外を問わず必要な情報

があるサイトを選び出す。ミラー機能は、サイ

バースペースに匿名性を与える。

�３ 情報の豊饒

インターネットの仮想空間では、発言者の数に

制約はない。マスメディアには、たとえば新聞紙

面、２４時間のテレビ放送枠など、希少性がある。

インターネットには希少性はほとんど存在せず、

情報の量、多様性において無限である。

�４ コストの安さ

米国の選挙運動を規する法制には暗黙の前提が

ある。候補者は有権者から支持を得るためキャン

ペーン活動が不可欠だ。その主要なキャンペーン

手段は、テレビコマーシャルや集会、ダイレク

ト・メールなどだ。このようなキャンペーン活動

には多額の経費がかかる。一方、インターネット

では「スピーチは廉価」。インターネットでは、

個人や、組織的に緩い紐帯で結ばれた団体の間に

コミュニケーションがあり、これは他のメディア

にない特色である。電子メディアとしては歴史上

初めてすべての利用者が出版者になりうる。地理

的、社会的、政治的な障壁を超えて利害を共通す

るコミュニティを形成でき、また、このようなコ

ミュニティに参加できる。自己の考えを電子メー

ルの形で多数の人に一斉に発信できる。ポータル

サービスを使い、ウェブページを作って意見交流

の場を提供したりできる。それも個人に手の届く

費用で。

�５ 双方向性

ラジオやテレビのほとんどの番組においては情

報の送り手と受け手が画然と分かれているが、イ

ンターネットは、本質的に双方向の機能をもつ。

一から一へ、一から多数へ、多数から一へ、と情

報は往復する。

�６ 利用者がコントロール権

テレビやラジオは、おおむね受け手である個人

に情報受容の決定権は与えられていない。イン

ターネットは違う。利用者が情報受容のコント

ロールができるメディアである。

３ ９６年選挙の経験

インターネットが選挙運動に用いられたのは９６

年の選挙からと言っていいだろう。大統領選での

民主党のクリントン・ゴア陣営と共和党のドー

ル・ケンプ陣営は、いずれも有権者に対し情報を

提供しボランティアを募り、選挙キャンペーンの

主なイベントの情報を流した。注目すべきは、非

公式な組織化されていない「草の根」的なウェブ

サイトが多く登場したことである。選挙に関連す

るニュースレター、広告宣伝、選挙ガイドなどが

これらのウェブサイトから発信された。

９６年選挙でのインターネット利用の状況はいろ

いろな角度、視点から調査された。

AP通信の調査結果を紹介しよう。１６，３３８人に

対する出口調査によれば、その２６％がインター

ネットを日常使用していた。インターネットを日

常使用する１８歳以上の人の９０％が投票登録をすで

に行っていた。また、ワシントンポストによれば、

投票者の７％がインターネットを選挙の主要な情

報源とし、３分の１が情報源の１つとしていたと

回答した。別の電話聞き取り調査（有効回答１，０５０

人）から推計して９６年に投票を行った１１人に１人

（８５０万人）がインターネット上の情報から影響

を受けたと推定された。ちなみに雑誌から影響を

受けた者の比率は１１％、ラジオからは１９％で、や

はりなおテレビと新聞は主要な情報源であり、有

権者の６０％以上はテレビと新聞を有力な情報源と

したと答えた。

「政治参加は自ら意見を表明することだ」と定
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義すれば、９６年の選挙はより多くの有権者が政治

に参加した。市民がウェブページを自ら開設し意

見を出し、関連サイトをサーフィンする。ポータ

ルサイトのオンラインフォーラムへ書き込み、電

子メールで意見を交換し合う。たとえば、アメリ

カオンラインの「政治チャンネル」では、多数の

インターネット利用者が候補者への賛否の理由を

書き込んだという。

Georgia Tech Research Corp. の調査によれば、

インターネット利用者の４０％がインターネット利

用以来、政治への関心が高まったと回答した。最

も一般的な活動は、政治家への投書（３１％）、政

治活動団体への寄付（２７％）、政策課題の議論

（２３％）、請願に対する署名（２２％）である。

４ ９８年中間選挙

９８年中間選挙は、有権者参加型の民主主義の可

能性が見い出され、普通の平均的な市民が政治過

程に再び結びつく期待を抱かせた選挙である。今

でもよく引用される事例を紹介しよう。

ミネソタ州で、泡沫候補とみられていた改革党

の知事候補ジェシュー・ベンチュラが逆転当選し

た。

注目されたのは、ベトナム戦争で海軍特殊部隊

SEALの隊員として従軍し、除隊後プロレスラー、

テレビ・ラジオ司会者、俳優になり、９０年代前半

ブルックリンパーク市長を経た、その異色の経歴

からではない。インターネットを最大限利用して

勝利したからである。マスメディアをバイパスし、

直接、有権者、それも３０代以下の有権者にアプ

ローチし民主・共和の両候補を負かした。３千名

の市民がボランティアとして活動し、また、ウェ

ブサイトを通じ１１万ドル以上の寄付を集めた。こ

の選挙運動のウェブサイトは、インターネットと

選挙との新たな出会いの記念碑として今も閲覧す

ることができる。

そのホームページはきわめてシンプルである。

しかし、さまざまな創意工夫の跡がうかがえる。

ベンチュラと副知事候補のメイ・シュンクの顔写

真と標語「人々の為に働く。政党の為でなく…」

の下に、「ジェシューの経歴」、「ジェシューの政

策」などのことばがならび、クリックすれば各

ページにつながる。「経歴」、「政策」のほかに、

「記者発表」、「キャンペーン日程」、「ボランティ

ア募集情報」、「寄付の依頼」、「Tシャツなどの

キャラクター商品の販売」、「有権者から寄せられ

た候補者へのメッセージ」、「候補者から有権者へ

のメッセージ」、「候補者の動静を伝えるマスコミ

の報道」、「支持者からマスコミへ投稿してほしい

手紙の案文」、「掲示板」、候補者の最大の公約で

ある「教室へもっと多くの教師を」、選挙運動終

了直前の「勝利へのドライブツアー」などの簡潔

な言葉が並び、その各々のページにクリック一つ

で画面は替わる。

ウェブを構築・管理したボランティアのフィ

ル・マドスンのコメントは興味深い。彼は、それ

までウェブサイトを構築した経験はなく、ただ９２

年の大統領選に出たロス・ペローを支援して以来、

草の根支援の体験があるだけである。

初期投資はマイクロソフトの「フロントページ

９８」の購入費など総額で２００ドル足らず。ウェブ

サイトのホスト管理費は月額３０ドル。極めて低コ

図表３ ９８年知事選の得票数等

１８才以上の州人口 ３４８万３，０００人 ベンチュラ ７７万３，７１３票

投票者総数 ２１０万５，３７７人 共和党候補 ７１万７，３５０票

投票率 ６０．４５％ 民主党候補 ５８万７，５２８票
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ストだ。ウェブサイトの目的は明確で、ボラン

ティアの募集、募金、票の獲得である。その基盤

としてオンラインでつながる支援者を集め、彼ら

に情報を流した。ウェブサイトの基本設計は「交

差点型」とはせず「袋小路型」とした。他へのリ

ンクページを敢えて置かずサイトの中にできるだ

け留めようという作戦でいった。最初の頃、サイ

トを尋ねたサーファーは、一回当たり５～７ペー

ジの閲覧であった。次第にサイトのページの分量

を増やした結果、一回の閲覧は９～１１ページに

なった。２月のサイト立上げから１１月までのヒッ

ト数は約２００万で、その７５％は、選挙前３週間に

集中した。

「ジェシューネット」と称する支援者のネット

は、「ジェシューネットに参加して輪の中に入ろ

う。そしてキャンペーンから電子メールで最新情

図表４ ベンチュラ氏のウェブサイト

（http：／／www.jesseventura.org／９８campaign／９８home.htm）
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報を得よう。」の合言葉で参加を呼びかけた。選

挙前までにネットに参加した人数は３千名に達し

た。ジェシューネットの参加者に対しては、受け

取った電子メールの情報を友人に伝え、また、

ポータルサイトの掲示板にその情報を掲載するよ

う呼びかけられた。

有権者の関心事項に応じて特定の政策に限って

知らせていた従来方式は採用しなかった。その代

わり、ウェブサイトに見れば候補者の全政策を知

ることができるようにした。この結果、元プロレ

スラーの泡沫候補というレッテルは消え、マスコ

ミはまともに取り扱うようになった。「政策」ペー

ジは「経歴」ページについでヒット数を記録した。

マスコミは、ベンチュラの政策をそのウェブから

引用して報道に使った。

ウェブサイト立上げ目的の一つが選挙運動資金

の獲得である。ベンチュラの選挙資金源は主にT

シャツ販売と５０ドル寄付であった。選挙終了後１２

月段階で、総額４５万～５０万ドルの資金が選挙にか

かった。そのうち３２．６万ドルは州の選挙資金支援

基金からで、残り１２．４～１７．４万ドルは寄付金でま

かなわれた。うち５万ドル以上がインターネット

経由の寄付であった。さらに、州からの拠出３２．６

万ドルは、選挙後の１２月になって初めて入金され

る仕組みであった。泡沫候補と呼ばれた選挙運動

の当初は、つなぎ資金を銀行からなかなか貸して

くれず、個人１名当たり２千ドルを上限に借りた。

６万ドルを借りたが３万ドル強はウェブサイトを

通じてであった。

「ベンチュラは合法化された売春を容認してい

る」とマスコミが報じた。その時、敵陣営はこ

ぞってその情報を援用した。数時間とたたずに、

それは誤報であるとの反論の報道発表を、ウェブ

サイト上に掲載し、またジェシューネットの支援

者へメールを送った。支援者は確固たる確信を

もって地域有権者に真実を語った。１、２日で虚

報は雲散霧消した。

ジェシューネットに参加する人が増えるにつれ、

ボランティアの確保も容易になった。たとえば、

州のフェアでベンチュラ支援ブースのスタッフが

足りないとき、このネットでボランティアを募集

した。以前なら電話を掛けまくって一人のボラン

ティアを確保したものだが、今では一つのメール

を一斉に送りボランティアを多数見つけることが

できた。

従来の感覚での選挙事務所も、選挙運動前半は

なかった。二本の電話だけ引かれたオフィスは、

Tシャツの販売取次ぎ店兼倉庫だった。キャン

ペーンマネージャーを一人、最後の二ヶ月雇用し

ただけで、後はすべてボランティア。スタッフの

打ち合わせは、ほとんど携帯電話、ファックス、

電子メール、ウェブサイトだった。

州のフェアでは、フェアに集まった市民の多く

がステッカーやポスターを求めた。そのうち約５

千人がボランティアの申込みをした。投票日も間

近に迫りこれらのボランティアへメールを送るた

め急遽、宛名用のベータベースを作らなくてはな

らなくなった。申込み書を特別に入力できるウェ

ブサイトを構築し、データ入力のボランティア４８

名の協力を得て入力した。

ベンチュラの選挙運動で最も関心を呼んだのは

「最後の３日間のキャラバン」である。投票日の

２週間前に、州全域をバスや自家用車で回り一カ

所当たり３０分程度の集会を開催するキャンペーン

のアイデアが突然出てきた。１０月２６日に電話で

「２８日準備の打ち合わせをしたい」と連絡。２８日

夜２５０名が集まり、アイデアと参加ボランティア

の役割を盛り込んだ計画を発表した。参加者は、

自分の役割を決めて散会。この計画はウェブ上に

「勝利へのドライブツアー」として載った。キャ

ラバンは１０月３０日スタート。ツアーのルートと集

会の場所は、購入した市場調査資料で決めた。い
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くつかの地域には支援者は全くいなかったが、イ

ンターネットと携帯電話でボランティアに集まっ

てもらって集会を準備した。

このキャラバンは、先に進むにつれテレビ局の

取材クルーも同伴し出した。このツアーの参加者

は、いくつかのコミュニティでは５００名にも上っ

た。ウェブ上に掲載されたツアー計画を見てボラ

ンティアは、近隣住民にキャラバンへの同行、集

会への参加を自発的に呼びかけた。ボランティア

は携帯電話でキャラバンに電話をしその地域の

リーダーになりたいと申し出た。キャラバンの到

着を待ち、集会場所まで案内する地点など、必要

な詳細な事項がウェブサイトを使って指示された。

キャラバンは、なかなか時間通りには進まない。

キャラバン一行の中のボランティアが、携帯電話

で自宅にたえず連絡し、自宅の端末から、キャラ

バンの現在地を数分ごとに入力。他方、集会の会

場でも、携帯電話で自宅を呼び出しキャラバンの

位置を確認。集会に集まった人たちは、キャラバ

ンの居場所や遅延理由、到着予定時間といった情

報をたえず得ていたので、帰ってしまうというこ

とはなかった。

さらに、コンピュータおたくのボランティアは、

キャラバンや集会の模様をビデオやデジタル写真

で撮り、すぐに携帯電話で自宅のパソコンにその

画像を送りインターネット上に流した。

５ 候補者のウェブサイト

９８年中間選挙などで活用されたインターネット

は、選挙候補者のウェブサイトを専門に構築する

コンサルティング企業を生み出した。その一つ

Internet Campaign Solutions, Inc．が興味深いレ

ポートを出しているので紹介しよう。それは、昨

年の選挙において、民主・共和両党の連邦上下両

院候補者がウェブサイトを構築・運営している実

態を８月時点で調査した結果である。

約半分、４８．５％の候補者がウェブサイトを構

築・運営している。インターネットは選挙地盤が

弱い新人にとり、有権者にアッピールする有力な

武器になると一般に言われているが、ウェブサイ

ト構築比率はこれまで議席を有してきた前議員よ

り新人のほうがはるかに高い。興味深いのは、民

主党よりも共和党、下院よりも上院と、共和党や

上院の立候補者のほうがインターネット利用に積

極的なことだ。

また、立候補者がどのようなページをウェブサ

イトで作成しているか、に関しても興味深い結果

が示されている。経歴、政策、演説・記者発表と

いった定番の項目に加え、選挙運動に協力してく

れるボランティアの募集や寄付の要請といった項

目の比率が高い。この調査で異色なのは「候補者

関連のドメインネームを選んでいるか」の項目で

ある。この項目の背景に、特定のドメインネーム

をめぐる売買市場の争いをうかがい知ることがで

きる。たとえば、www.gwbush.comのドメイン

ネームを先行取得されたブッシュはドメインネー

ムの法外な購入要請を拒否した。その後、この

ウェブサイトは、ブッシュに反対するサイトと

なった。

６ 候補者のウェブサイト構築の利点・課題

大統領予備選に立候補した有力候補者はいずれ

もウェブサイトを構築した。ミズリー大学の

Benoit夫妻が昨年の大統領選挙予備選に立候補し

た１２名のウェブサイトの優劣を評価をしている

（http：／／acjournal .org／holdings／vol３／Iss３／

rogue４／benoit_html）。その中で候補者がウェブ

サイトを持つことの利点や課題を論じている。

ディジタルデバイドなどインターネット普及途上

の課題はあるものの、有権者の政治離れを食い止

め、有権者のニーズをくみ取り市民の政治参加を

促すため、候補者はウェブサイトをもつべきであ
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図表５ yahoo（米国）で internet campaign consulting をsearchした結果のページ
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ると結論づけている。

利点と課題を紹介してみよう。

６．１ 候補者にとっての利点

既存メディアは、候補者の政策や人柄などを伝

えるよりも選挙レースの勝敗に力点を置きがちで

ある。さらに、候補者のメッセージにフィルター

をかけ、メディアなりの解釈を加える傾向がある。

インターネットを利用することによって、候補者

は、有権者に直接メッセージを伝えることができ

る。

�１ 演説、新聞・テレビ広告、ダイレクトメール

など既存の選挙運動メディアを追加・補完する。

３０秒のテレビ広告は放送枠が限定されるがその

広告はウェブサイトに載せれば常時視聴できる

ようになる。

�２ 既存メディアは、文字、写真、音声、動画像

などの組み合わせが困難なものが大半であるが、

インターネットでは組み合わせることができ、

受け手が最も効果的に受容できるようアレンジ

して情報を発信することができる。

�３ インターネット利用者は多数にのぼりさらに

急増中であり、早晩、候補者にとって有権者と

の対話の有力な手段になる。

�４ テレビ広告などの制作費、広告掲載費に比し

てきわめて安価である。ちなみに９６年の大統領

選挙ではドール、クリントン、ペローの３候補

は合わせて２億ドルをテレビ広告に使ったとい

われている。

�５ 選挙運動のメッセージを個々の受け手に合わ

せて個別化が可能である。有権者は、自ら関心

を有する政策にアクセスできる。また、有権者

図表６ 民主・共和両党候補者：ウェブサイト構

築・運用を行っている候補者の割合（％）

上院 下院 計

民主党 計 ６０．７ ４２．７ ４４．８

前議員 ５４．５ ２５．６ ２７．１

新 人 ６２．０ ５６．２ ５７．１

共和党 計 ７５．６ ５０．１ ５２．３

前議員 ７７．８ ３７．６ ４０．９

新 人 ７４．１ ５９．３ ６０．６

総 計 計 ６７．０ ４６．４ ４８．５

前議員 ６９．０ ３１．６ ３４．１

新 人 ６６．２ ５７．８ ５８．８

図表７ 民主・共和両党候補者のウェブサイト：下記のページがある割合（％）

計 民主党 共和党 下院 上院 前議員 新人

寄付の要請 ５６．２ ５７．３ ５４．９ ５２．４ ７８．９ ５５．８ ５６．２

政策 ７９．７ ７６．７ ８１．０ ７７．０ ９５．８ ７５．５ ８１．２

経歴 ９４．２ ９６．２ ９１．４ ９３．５ ９８．６ ９３．２ ９４．４

ボランティアの募集 ６３．３ ６５．４ ６０．８ ６０．８ ７８．９ ７２．１ ５９．６

電子ニュースレター送付の署名 ３７．１ ３９．３ ３４．７ ３３．６ ５７．７ ４４．２ ３４．０

演説・記者発表 ６４．９ ６８．８ ６０．８ ６１．７ ８４．５ ５４．４ ６９．１

他のサイトへのリンク ３９．８ ３７．６ ４１．０ ４１．８ ２８．２ ４４．２ ３７．９

演説会等のイベント情報 ２７．７ ２７．４ ２７．６ ２８．８ ２１．１ ３２．７ ２５．６

音声・ビデオによる演説等 １２．４ １３．２ １１．６ ９．７ ２８．２ １２．９ １２．１

候補者関連のドメインネームを選定 ９４．４ ９３．６ ９１．８ ９３．３ １００ ９５．９ ９３．５

有権者の投票の登録 ２１．５ ２８．２ １５．３ ２０．６ ２６．８ ２７．９ １８．８

選挙収支報告 ２．６ ３．０ ２．２ ２，８ １．４ ４．８ １．７
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図表８ 投票日当日のGore候補のサイト
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図表９ BUSH候補のサイト
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の関心事項に合わせた情報をピックアップした

電子メールを個々の有権者に発信できる。

�６ 候補者と有権者との間の双方向的な意見交換

ができる。有権者に政策の是非などの問いかけ、

また、有権者からの提案などを受けることが容

易になる。チャットルームでは候補者が多数の

有権者と直接対話、議論ができる。

�７ 候補者は、有権者に対し、３０秒のテレビコ

マーシャルでは不可能な、意を尽くした詳細な

メッセージを送ることができる。有権者もまた

候補者の主義主張を十分に理解できる。

６．２ 有権者にとっての利点

�１ 知りたい情報を取得できる。

�２ インターネットアクセスのコストが低廉化し

情報取得費用がわずかですむ。

�３ 有権者は、知りたいときに情報を入手できる。

�４ 有権者は、自らの判断で情報の種類、量を管

理できる。

�５ インターネットは、多種多様な情報にアクセ

スできる。たとえば、対立候補、政党、メディ

アなどのサイトで情報を得ることが可能。

６．３ 候補者にとっての課題

�１ インターネットによる選挙運動は、当面、イ

ンターネットを利用しない有権者を排除してし

まうことになる。多くの調査によれば、イン

ターネットを利用しない比率が大きいグループ

は、高齢者、低学歴層、低所得層である。

�２ インターネットの利用者であっても、現実問

題としては、候補者のウェブサイトを見る人は

限られている。テレビのチャンネルを回すと、

候補者のテレビ広告が飛び込んでくるというこ

とはない。インターネットは、利用者が候補者

のウェブサイトにサーフィンしないとつながら

ない。

�３ 確かにウェブサイトのコストは低廉であるが、

やはりそれなりの構築・維持費が必要だ。最新

情報に更新する費用は無視できない。

�４ インターネットの利用者のアクセス速度はま

ちまちである。静止画、動画のダウンロードに

は時間がかかりがちであり、利用者は待ち時間

に苛立ち、他のウェブサイトにサーフィンして

しまうおそれがある。

６．４ 有権者にとっての課題

�１ インターネット利用者の中には、なお基本的

なインターネットの使い方がわからず候補者の

ウェブサイトにアクセスできない人も多い。

�２ サーチエンジンのキーワード検索では似通っ

た名前のウェブサイトがあり、必ずしも候補者

のオフィシャルサイトに行けない。

�３ 候補者のサイトは、当然、自分に有利で都合

のよい情報が多く含まれている傾向があり、有

権者の情報ニーズを満足させない危険はある。

７ 昨年の選挙での有権者のインターネット利用

動向

昨年の選挙については、様々な角度から調査分

析が行われるであろう。その調査分析の結果が一

つインターネットに掲載された。Pew Research

Center for the People & the Pressが実施したも

のだ。投票日前後の１０月から１１月にかけ電話調査

を実施した結果を見てみよう。（有効回答４，１８６）

（http：／／www.people―press .org／online００rpt .

htm）

米国人の１８％がインターネットで選挙関係の

ニュースを入手した。（９６年のそれから４％の

アップ）。投票に行った人に限ると２８％に比率は

上がる。この数字はVoter News Serviceの行っ

た出口調査での３０％という数字と近似している。

インターネットを利用している人の中では３人に
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１人がインターネットで選挙情報を得ている。年

齢別では、インターネットで選挙情報を得ている

比率は、１８～２９歳の階層が５０歳以上の階層の２倍

以上である（２５％対１０％）。ただ、これがインター

ネット利用者に限ってみると、年齢による差はあ

まりない（１８～２９歳：３４％、５０歳以上：３０％）。

学歴による利用の差は大きく、大卒以上の学歴の

人は高卒以下の３倍以上である（大卒以上：３３％、

高卒以下：８％）。また、年収による比較では、

５万ドル以上の収入を得ている家庭では３０％に対

し、３万ドル以下では１０％しかインターネットで

選挙関係の情報を得ていないという結果であった。

インターネット利用年数での比較によれば、利用

年数が多いほどニュース取得比率は高まり、３年

以上の経験を有する人では４５％に達する。６か月

しかインターネットの経験のない人だと１７％に過

ぎない。選挙情報をインターネットで入手する人

の７人に１人は、候補者の政策スタンスを調べて

いる。

選挙情報をインターネットで得た人の４３％は、

その情報が投票の意思決定に影響を与えたと答え

た。９６年では３１％であった。１８歳から２９歳では約

半数がインターネットから得た情報によって候補

者の選択を行っている。

５６％の人が、インターネットを選挙情報源とし

た主な理由をその便利さ、手軽さであると言って

いる。なおインターネットが発展途上であった前

回では、５３％の人が、既存メディアで得られない

情報を補完的に得るためにインターネットを利用

すると回答した。

インターネットは、候補者と有権者との間の双

方向コミュニケーションの構築に役立ち始めてい

る。３５％の人がインターネット上の選挙予測など

の投票に自分の意見を書き込んでいる。２２％の人

が電子メールを候補者に送っている。また、５％

の人は、インターネットを通じて寄付に応じてい

る。

インターネットへのアクセスは、投票日が近づ

くにつれ多くなった。投票日の１１月７日前後では

１２％の人がインターネットで選挙関係のニュース

を得ており、投票後は１８％に跳ね上がった。ちな

みにこの数字は、それまでの期間の４倍以上のア

図表１０ ゴアのホームページから著者あてに届いたメール
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クセス数である。

８ 連邦選挙法とインターネット

インターネットは、選挙運動を大きく変革する

可能性を秘めている。それは、他方で選挙を公正

に実施するために築かれてきた選挙制度にも改革

を求めている。

連邦選挙法（Federal Election Act）は、大統

領、上下両院議員などの候補者から有権者に対す

るコミュニケーションは金がかかるとの前提に

立って、支出行為の禁止・制限や報告の義務づけ

を行っている。個人、法人、労働組合や政治委員

会（Political Committee）による政治活動を規制

する連邦法の体系は、支出額の簿記を基礎として

いる。

インターネットの登場は、この前提を崩しつつ

ある。連邦選挙運動資金法を解釈し執行する権能

を有する連邦選挙委員会（FEC）は、試行錯誤

の連続である。個人は、一度に多数にメールを送

ることができる。団体がそのウェブサイトにメッ

セージを載せれば数千人を動員することができる。

企業も公益法人も政治ニュースをインターネット

に流すことができる。候補者や政党のウェブサイ

トとリンクを張ることはいとも簡単だ。候補者の

選挙向けパンフレット、インタビューなどの情報

は、ウェブサイトからダウンロードして印刷する

ことが容易である。一つの現実はパソコンを操作

することやメールを送付すること、リンクを張る

ことにほとんど追加的費用がかからない点だ。今

やいくつかのインターネットサービスプロバイ

ダーは基本サービスの一部として加入者に対し

ウェブサイト構築のソフトを利用できるようにし

ており、ウェブサイトの構築に特別の経費は不用

だ。通信費がかからなければ現行法は措置なしで

ある。

昨年８月にFECは、それまで個別に示してき

た勧告的意見（advisory opinion）や一昨年１１月

包括的な規制案を世の中に提案しパブリックコメ

ントを求めた結果を集大成したガイドラインを発

表した。（http：／ ／www . fec . gov ／ pages ／ inter-

netuse.htm）このガイドラインは、インターネッ

トなど存在しなかった時代に築かれた選挙規制秩

序との整合性を図りつつ、可能な限り選挙キャン

ペーンにインターネットを取り入れようとする意

図が反映されたものだ。

図表１１ インターネットへのアクセス等

１９９６年 ２０００年

インターネットを利用して選挙

ニュースを得たか

全体 ４％ １８％

インターネット利用者 ２２％ ３３％

なぜ選挙ニュースをインターネット

で得たか

便利さ ４５％ ５６％

他のメディアでは十分な情報が得られないから ５３％ ２９％

他では得られない情報を得られるから ２６％ １２％

インターネットの情報源への個人的な関心から ２４％ ６％

その他・わからない ９％ １２％

インターネットの選挙情報が投票の

選択に影響を与えたか

はい ３１％ ４３％

いいえ ６９％ ５５％

わからない ０％ ２％
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９ 終わりに

これまでのマスメディアの選挙報道は、ともす

ると投票や勝敗に焦点をあてがちであるが、イン

ターネットでは、候補者の政治姿勢、政策、政治

活動履歴などの多面的な情報を入手することが可

能になる。さらに、重要なことは有権者と候補者

との間の情報交流が可能になる点だ。９９年６月、

Communications Decency Actに対し違憲判決を

下した米国連邦判事Stewart Dalzellは、その判決

の中で「インターネットは、歴史上、最大の参加

型のマス言論市場であるといっても過言ではな

い。」と述べている。アリゾナ州の民主党員Dean

Axelrod氏のことばが印象的である。「アリゾナ

州は政治的に過疎地帯であった。民主党員は近隣

にいないので政策決定者や政党自体との連携がで

きなかった。しかし、ホワイトハウスや民主党の

ウェブサイトにアクセスできたので、個人的に地

域の政党組織への関与が可能になった。民主党の

ウェブサイトの掲示板に参加し州の選挙区ミー

ティングに行き候補者と直接話ができた。イン

ターネットは同じ部屋で直接話すのと代替できる

わけではないが、自分の場合は孤立したオフィス

から世界へ…。政治が真実の意味を持つように

なった。」

インターネットは、情報の自由な流れの加速、

政治無関心層の取りこみ、政策論議への直接参加、

草の根市民層の活動の支援などに対して、肯定的

なインパクトをもつ。しかし他方で、政治への否

定的なインパクトがある。たとえば、急激な懐疑

主義への傾斜、不正確な情報の広範・急速な伝播、

衆愚政治の危険などである。インターネット上の

広範に信じられる噂は、マスメディアで真偽を調

査すべきであろう。また、当然のことながらハッ

カーへの対策は怠ってはならないし、プライバ

シー保護は万全でなければならない。

インターネットでの世論調査、住民投票、選挙

投票が関心を呼んでいるが、今一つ踏み切れない

のは、上記の理由からである。

しかしながら、インターネットは日常生活に不

可欠な存在になることも確実である。政治や選挙

の世界にもインターネットは、一層錯綜し複雑な

リンクを張っていくであろう。米国の動向は、選

挙制度を異にする我が国においても注視していか

なければならないと考える。
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